
【表紙】

 本日は、〈みずほ〉の20年度中間期決算会社説明会にご参加いただき、ありがとうござい
ます。
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＜中間期決算＞

 連結業務純益は、年度計画のみならず5カ年経営計画の当初想定を上回る順調な進捗。

 コロナ影響長期化への備えとして、フォワードルッキングな対応も含め、与信関係費用を
追加計上。

 上期実績等を踏まえ、年度計画を上方修正。

＜今後の経営の方向性＞

 社会に構造的変化をもたらしたコロナ禍は、ビジネスのあり方、経営基盤を変える千載一
遇の機会と認識。

 ビジネス面では、取引先とのエンゲージメントを通じ、単なる資金支援に留まらず、
事業・財務構造転換のサポート、さらには事業リスク自体を適切にシェアするパートナーと
して競争優位を確立していく。

 経営基盤面では、デジタル化を切り口に、店頭の効率化等を本格展開。併せて多様な働
き方を支える新人事戦略、オフィス改革を進める。
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 左側、コロナ影響が長期化する中、金融仲介機能の発揮を継続している。

 右側、新しい生活様式に合わせて取引チャネルが拡大。

 スライドには記載していないが、今般、連結子会社みずほキャピタルにおいて、新型コロ
ナウイルス感染症の根本的治療薬の開発を目的とする新会社に金融機関として唯一資
本参加し、サポートする。

 これは、社会的意義の極めて大きいプロジェクトであるが、ビジネスの観点からも、このよ
うなコロナ禍における成長企業への投資機会をしっかりと捕捉していく。
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 連結業務純益は、4,194億円と前年同期比+785億円。顧客・市場部門共に堅調に推移し、
年度計画比の進捗率は73%。

 顧客部門は、前年同期比+279億円の2,381億円。
海外の金利低下による預金収支やトランザクションバンキング収益の減少を、コロナ禍

における資金繰り支援に伴う貸出金収支の改善や、資本市場や投資銀行関連収益の増
加、ならびに構造改革の着実な遂行を通じた経費の削減で打ち返した。
中間期決算としては、マイナス金利導入前を上回り、カンパニー制導入後の最高益を更

新。

 市場部門は、1,855億円と、前年同期比+524億円。
海外における債券デリバティブ、国内の為替収益を中心に、セールス&トレーディング収

益が堅調に推移したことに加え、バンキングにおいても、外債のキャリー益の積み増し等
により前年を大きく超過。

 親会社株主純利益は、2,155億円と前年同期比△721億円。年金制度改定に伴う特別利
益の計上もあり、年度計画3,200億円に対し67%の進捗率。
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 ここから3枚のスライドで、今回の決算のハイライトを説明したい。

 ① 新型コロナの業務粗利益影響
当初想定した年間の粗利益減少△800億円に対し、上期は△20億円程度の減少となっ

た。欧米資本市場関連収益と、それに付随するデリバティブ等をしっかりと捕捉できたこと
が大きい。

 ② 貸出金とスプレッド
国内は、資金支援により貸出残高が増加したが、中堅・中小企業向けを中心にスプレッ

ドの低下傾向が継続。
海外は、短期貸出を中心に残高が増加したが、特にコロナ支援貸出のスプレッドが海外

では相対的に高いことに加え、従前からの継続的なスプレッド適正化交渉も功を奏し、全
体としてスプレッドが改善している。
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 ③非金利収支
顧客部門の非金利収支は、前年同期比+320億円。CICとGCCはベースの収益力に加え、
コロナ禍における機動的な顧客対応がマイナス影響を打ち返し、成果に結実。
RBCでは個人運用関連収益が増加した一方、ソリューション等の法人関連収益が落ち込
み、全体では微減。

 ④市場関連収益
バンキング： 実現益が、Mark-to-Market、いわゆるパフォーマンス損益の範囲内に留ま
り、かつ外債を中心にキャリー収益を積み上げ、収益の質も向上。
セールス&トレーディング： 米国を中心に、コロナ禍のボラティリティ上昇局面における顧
客フローをしっかりと捕捉。

 ⑤みずほ証券
米国拠点を合算したベースの経常利益は823億円と、過去最高益。みずほ証券単体、そ
して内外合算ベース共に証券業界においては第2位の実績。リテール、投資銀行、市場
の各部門とも極めて好調に推移。

 ⑥外貨ファンディング
貸出に占める預金の割合は83%と、引き続き70%以上の水準を維持。
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 ⑦与信関係費用
上期実績812億円のうち、国内（RBCとCICの合算）で約8割、海外（GCC）で2割。
フォワードルッキング引当△374億円を追加計上した上で、年度計画△2,000億円の約

4割にとどまった。

 ⑧政策保有株式
削減実績は△2,083億円と、22年3月末までの削減目標△3,000億円に対し、69%の進

捗。今年度内の売却応諾も610億円程度まで積み上がっており、順調に推移。
一方で、上期に政策株の減損552億円を計上。下期の特別な追加発生は想定していな

いが、政策株の保有リスクが顕現化した格好。引き続きしっかりと削減に取組む。

 ⑨年金制度改定に伴う特別損益。
年金制度改定に伴う退職給付債務の減少により、過去勤務費用の償却等を計上。

 ⑩CET1比率は、後述。

 全体を総括すると、本業収益に支えられ、当初想定比では善戦したと評価している。

 一つは政府の政策対応もあり、企業や個人の活動が当初の想定より良かったこと。
もう一つは、特に金融資本市場が活況であったこと等、環境要因もあるが、三つ目とし

て、当グループがかねてより戦略的に取り組んできたことの成果が出ている。

 例えば、GCCのGlobal300戦略は、高格付け先にシフトをし、資本市場取引等の総合取
引で採算を上げていくという戦略。

RBCについては、個人の資産形成のためのグローバル・エクイティファンド戦略に長年
取り組んできた結果、長期・分散・継続投資といったコンセプトがいよいよ成果として積み
上がってきている。またGMCにつきましても、デリバティブやミュニシパルボンド等、プロダ
クトの拡充が功を奏した。
このような結果として、当グループの強みも発揮できたと考えている。

 先ほど話したように、証券は業界第2位の実績、アセットマネジメントOneも中核の公募投



信の領域においては業界ナンバー2のシェア。

 みずほ信託の不動産は、業界全体の取引は活況ではなかったが、引き続きトップの実績
を堅持。

 これに加え、構造改革の進捗により経費についても計画比では大幅に削減をできており、
手応えは相応にあった。
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 ここからは下期に向け、CEOとしてのメッセージをお伝えしたい。

 本スライドでは、事業環境認識と下期の方向性についてお話する。

 コロナ影響のある程度の長期化は不可避。また、与信コストの発生可能性に関する不透
明感も、未だ払拭できない状況。

なかなか先読みが難しい事業環境が続いているが、その中においても、構造改革の着
実な実施により、安定的な収益基盤を強化していく。

 5ヵ年計画との比較においては、ボトムラインは当初想定より下振れ。

 これに対しては、基本的には、①資本効率を踏まえた運営の徹底、②後述する与信関係
費用の極小化、③着実な政策株の削減で対応していく。

 また、コロナをむしろチャンスと捉え、今後の事業環境の悪化に備えるだけでなく、攻めと
守りの両面でデジタル化等を通じた構造改革の進化と、経営資源の成長領域への再配
分を通じ、〈みずほ〉飛躍の礎を創っていく。
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 コロナ禍において、ビジネスのあり方や一人ひとりの生活が構造的に大きく変容。

 〈みずほ〉は、企業の事業環境、人々のライフスタイルの構造的変化を踏まえ、取引先と
のエンゲージメントを通じたビジネス機会の創出、デジタル化を切り口とした顧客接点、働
き方の変革、そしてそれを支える経営基盤の改革をスピード感を持って対応していく。
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 〈みずほ〉においては、海外の業績と海外のGDPとの感応度は必ずしも高くないので、こ
こでは特に国内の経済見通しについてご説明する。

 日本におけるGDPの推移だが、コロナ前の19年末水準への回復時期は、当初想定では、
21年末と見ていたが、現状のメインシナリオ（太い青い線）においても約1年は、後ずれを
すると見ている。

 サブシナリオ（赤い点線）は、第2波、第3波の到来、あるいはワクチンの普及の遅れによ
る、モビリティ制約の長期化を前提としている。この場合、経済回復がさらに遅れ、経済へ
の大きな影響が起きうることも、相応の蓋然性があるシナリオとして覚悟する必要がある。
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 足元の業績や事業環境を踏まえ、連結業務純益は7,100億円、当初計画比+1,400億円
の上方修正。
これが達成できれば、当初5カ年経営計画で想定した21年度に7,000億円程度という目

標を、20年度に実現できることになる。チャレンジングではあるが、この達成に向けてグ
ループを挙げて、努力していく。

 与信関係費用は、今後に備え、一定ののりしろを持って、△2,000億円に据え置く。一方
で、株式等関係損益は、上期の実績等を踏まえ下方修正。

 親会社株主純利益は3,500億円と、+300億円の上方修正。

 1株当たり配当金は変更しない。
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 連結業務純益の内訳、質的な側面について説明する。

 5ヵ年計画を発表した際、連結業務純益を21年度で7,000億円程度、23年度に9,000億円
程度に持っていくとご説明した。

 その中でも、収益の質が高い安定収益をしっかりと伸ばしていくことが重要と考えて、社内
でもその旨を徹底してきた。

 20年度上期は、コロナ影響で安定収益に約△180億円程度のマイナス影響。

 一方、アップサイド収益についても、欧米資本市場関連やセールス&トレーディング、ある
いは個人の投信販売などに成果が出て、この影響を打ち消す格好。

 バンキング収益は、キャリー益により軸足を置いた運営をしており、着実に安定した収益
源となってきている。
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 経費について、当初は、19年度対比で概ね横ばいの計画としていたが、注力分野への投
資をしっかりと行った上で、構造改革への対応、ならびにコロナ禍を踏まえた経費構造へ
の一層の切り込みを通じ、約△180億円削減する計画に変更。
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 不透明な事業環境が続いているが、メインシナリオに加えて、コロナ影響がだらだらと継
続するサブシナリオなど複数のシナリオを踏まえて、一定ののりしろを見て、20年度は
△2,000億円の見込み。

 与信関係費用については、二つの方策により徹底的にコントロールをしていく。

 一つは、カンパニーごとに策定した防遏（ぼうあつ）策の徹底。
いわゆる一般的な債権保全にとどまらず、特に海外においては、事業の悪化を待たず

先行的な債権売却を行う等のコントロール。
それからお客様との積極的なエンゲージメントを通じた事業・財務構造改革のサポート

を行っていく。財務・事業構造改革にしっかりとわれわれが知恵を出し、汗をかく中で、資
産売却、事業売却、あるいはそういったものと同時に、資本調達等についても積極的にサ
ポートをしていく。
その中で事業性、採算性が認められれば、資本性資金の拠出も検討。民間の立場で難

しい場合には、官民連携も踏まえ、徹底的なエンゲージメントを実施していく。

 もう一つは、先ほどから申し上げている、フォワードルッキングな引当の実施。

 これら二つの施策により、21年度についても20年度のレベル内に抑えていく。
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 新規制、除く有価証券評価差額金ベースのCET1比率は、資金繰り支援に伴うリスクア
セットの増加に対し、市場関連資産の最適化や、計測の精緻化等を通じたコントロールを
徹底。

 9月末のCET1比率は、6月末対比+20bpの上昇となり、3月末の水準を維持。

 コロナ禍における資金繰り支援や、取引先の業績悪化に伴う格下げ等によるリスクアセッ
トの増加は、5月の段階では現行規制ベースで5兆円の増加と想定していた。
現状においては、資金需要の一巡と海外での返済進捗、あるいは与信悪化回避に向け

た防遏（ぼうあつ）策への取組み等により、この増加幅は3兆円程度に留まる見込み。な
お、20年9月末は2.8兆円の増加。
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 2020年9月末のCET1比率8.8%は、5ヵ年計画の想定線を引き続き上回る水準。

 足元においては、ストレステストのアップデート等を行うとともに、資本耐性をしっかり維持
し、さらなるダウンサイドリスクに対して十分備えている。

 9%台前半の目標水準への早期達成を目指す方針は不変。
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 個人戦略のポイントは、個人金融資産の活性化に向けた資産形成ビジネスの強化と、富
裕層にターゲットを絞った信託ビジネスの強化。

 資産運用ビジネスの強化については、長期・分散・継続を促すグローバル・エクイティ戦
略の下、大きな成果を生み、関連ファンドの残高は2兆8,000億円、含み益は1兆円まで拡
大してきている。
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 新システムMINORIを活用し、店頭の事務負担の大きい口座開設などの主要8業務につ
いては、この10月より順次、店頭タブレット経由で完結する形にシフトしている。これは12
月中に全店で終了見込み。

 併せて、21年3月末までに、180拠点の後方事務をセンターに集約。

 20年度、1,100人の後方事務担当者をコンサルティング人材としてフロントにシフトし、エ
ンティティ間の人員交流を通じたコンサルティング力向上にも取組んでいく。



【ページ56】

 コロナ影響の深度、顧客の事業性、取引の採算性等を踏まえ、積極的に注力すべきセグ
メントと、そのために必要なアプローチを明確にした上で、グループ一体でアプローチして
いく。

 コロナ影響が比較的少ない取引先に対しては、成長戦略のサポート等を通じた収益機会
の創出に努めていく。

 一方、足元コロナ影響の大きい取引先についても、アフターコロナを見据え、中長期的な
戦略の策定と取引の重層化にしっかりと取り組んでいく。
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 ここからの2ページで、〈みずほ〉のデジタル活用の取組事例として、お客さまとの非対面
での接点強化や通帳レス・印鑑レス・ペーパレスの3レスの対応、銀行が保有するデータ
の利活用などをまとめている。

 説明は省略するが、お時間のあるときにご覧いただきたい。
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 〈みずほ〉が有する産業知見や、事業環境の構造的変化に向き合う取引先とのC-Suite
ディスカッションを通じ、経営レベルでの意思決定に関与していく。

 具体的にはサステナビリティやDX（デジタルトランスフォーメーション）、あるいはコロナ対
応といった切り口で、取引先の事業構造転換を支援する中で、ビジネス機会を創出し、収
益の獲得につなげていく。

 また、コロナ禍で財務基盤を強化するニーズに対応する観点で、資本性ローンのパイプラ
インは足元約50件、1兆2,000億円にまで積み上がっている。

 これらは高格付先の外部格付防衛が主な目的であり、信用リスク面では問題はないもの
がほとんど。ただし、資本性投融資にあたっては、個社ごとに事業性とリスクリターンの見
極めをしっかりと行うことを大前提として、対応していく。
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 コロナ禍において、上期の非日系の与信コストが△108億円と低位に推移していることは、
まさにG300戦略の強みの証左とも言える。

 加えて信用供与を梃子として、資本市場取引等の総合的な収益機会をしっかり捕捉する
という、G300のモデルが成果を生んでいる。

 緊急支援を実施した先が資本市場調達にシフトする中で、ローテーションがあるにもかか
わらず、ほとんど全てのDCMビジネスに関与し、リレーションシップもマーケットシェアも、
ともに向上した。

 G300戦略については、持続的な収益性向上に向けて、対象先を含めて不断に見直すこ
とで、収益基盤をより強固なものにしていく。

 またGMCとの連携により、DCMに付随したデリバティブ取引フローを捕捉できている点も、
成果の一つ。
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 バンキングについては、ポートフォリオ運営の高度化により、実現益と含み益の蓄積のバ
ランスを重視する運営としている。

 上期は、Mark-to-Marketが実現益を上回る中での好成績。

 金利環境やイールドカーブのスティープニング等の状況をしっかりと捉え、キャリー益の
積上げによる収益の安定化に大きな成果を生んでいる。

 セールス&トレーディングについては、銀・証一体のデリバティブプラットフォームの統合に
より、銀・証跨ぎ、およびグローバルに顧客フローのマッチングが可能となっている。
銀・証のそれぞれの取引フローを集約することで、より競争力のあるレート提示などを通

じ、セールス&トレーディング収益の大幅な伸長に寄与している。
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 19年度から新人事戦略を展開。

 共通プラットフォームの制度運営の見直しは、着々と進捗。今後は従来のエンティティ単
位の運営から、ビジネスを起点とする事業領域毎の運営へ転換していく方向。

 専門性とモチベーションを飛躍的に向上させるため、事業領域毎の特性を踏まえ、外部に
通用する専門性を高めるために挑戦する従業員を、市場価値を踏まえた競争力のある処
遇で報いていく。

 スライド上段右の年度展開にあるように、共通プラットフォームの人材にとどまらず、IR-RI
統合（みずほ情報総研とみずほ総研の統合）ならびに銀行・証券横断の市場事務部門の
統合を踏まえ、それぞれの専門領域、すなわちアナリストやITエンジニア、あるいは市場

部門の人員といった各事業領域におけるエンティティ横断での人事上の評価、処遇の一
体的運営に既に着手している。



【ページ63】

 次は働き方について。

 ライフスタイルの構造的変化を踏まえ、ビジネス特性に応じた場所や曜日、時間によらな
い柔軟な働き方へと導いていく。
いわゆるオフィスワークに限らない、新しい働き方を支援する枠組みを整え、多様なバッ

クグラウンドを有する社員一人ひとりが活躍することで、サステナビリティの向上につなげ
ていく。



【ページ64】

 アドレスフリーの導入や共有エリアの拡充、サテライトオフィスを通じて、柔軟な働き方を
推進し、社員のコミュニケーションや生産性を高める環境を整備。

 前のページの働き方と併せ、モチベーションや企業活力の向上につなげていく。



【ページ65】

 左側、RBCにおいては、本年度から導入したエリア制をさらに進化させるべく、21年度か
ら法・個一体の総合店を法人・個人専担の組織に変更していく。
これはエリア内の法人・個人ごとの多様なニーズに、より高い専門性をもって対応する

ためのもの。

 右側、CICでは、各セクターに精通した専門人材を銀・証一体で育成、輩出する体制を構
築していく。

 現在の業種別営業体制を、親和性のある五つのインダストリーグループに銀・証、ミラー
で再編。
セクター間での案件捕捉が見込まれるセクターを同一インダストリーグループとすること

に加え、インダストリーグループ跨ぎでもサステナビリティ、あるいはDX（デジタルトランス
フォーメーション）といった従来の業種にとらわれないビジネス軸の観点も踏まえ、アプ
ローチを推進していく。



【ページ66】

 先ほども触れたが、みずほ総研、みずほ情報総研、そしてみずほトラストシステムズの3
社が統合する新会社は、非金融領域を支える中核会社として、グループの金融領域と一
体的に、新たな価値を創造していくための会社と位置づけている。

 リサーチ、コンサルティング、ITデジタルという、三つの柱となる各事業領域における強み
を活かし、またこれを有機的に融合させることで、お取引先のサステナビリティへの対応
やデジタル化、あるいはDXの支援を通じてビジネス機会を創出していく。

 このため、前述のとおり、新会社を軸としてグループ横断のリサーチ、ITエンジニア等の
業務領域に応じた人事プラットフォームを形成していく。
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【ページ82】

 資料に基づくご説明は以上だが、最後に一言申し上げたい。

 新型コロナウイルスに端を発し、一人一人の生活やビジネスのあり方など、社会全体がコ
ロナ後を展望して大きく変容しつつある。

 コロナ前に戻れないのではなく、戻さない。コロナを奇貨としてもっと強くなる。

 未曾有の危機のもと、こうした覚悟で未来を輝かしいものとするために、そして〈みずほ〉
の名前を意味する〈豊かな実り〉を提供し続けられるよう、〈みずほ〉はグループ一体となっ
て次世代金融への転換を実現したいと考えている。

 おかげ様をもって、この9月で、〈みずほ〉は20周年を迎えることができたが、〈みずほ〉は
さらに前へ力強く進んでいく。

 引き続き、皆様方からのご理解とご支援をお願いし、私からのご説明を終えたい。
ご清聴ありがとうございました。


